
別記様式第三号（第四条第二項第二号関係）

（フリガナ）

商号又は名称

所在地

（フリガナ）

氏名 役名等 生年月日 住所

備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の住所、生年月日等に関する調書

１　法人である場合においては、役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問及び
　総株主の議決権の100分の５以上を有する株主又は出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに
　限る。）を含む。）及び支配人。
２　個人である場合においては、本人及び支配人、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合においては
　その法定代理人（法人である場合においては、その役員等）。
３　総株主の議決権の100分の５以上を有する株主又は出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者については、
　「役名等」の欄には「株主等」と記載すること。
４ 記載欄が不足する場合は適宜追加し記載すること。

法 人 の 役 員 等

本 人

支 配 人
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法 定 代 理 人 の 役 員 等



１　法人である場合においては、役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問及び
　総株主の議決権の100分の５以上を有する株主又は出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに
　限る。）を含む。）及び支配人。
２　個人である場合においては、本人及び支配人、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合においては
　その法定代理人（法人である場合においては、その役員等）。
３　総株主の議決権の100分の５以上を有する株主又は出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者については、
　「役名等」の欄には「株主等」と記載すること。
４ 記載欄が不足する場合は適宜追加し記載すること。


